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2021年６月 18日 

各 位 

会 社 名  株式会社メディカルシステムネットワーク 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長 田 尻 稲 雄 

（コード番号  ４３５０ 東証第一部） 

問 合 せ 先  取締役専務執行役員 田 中 義 寛 

（ＴＥＬ．０１１－６１３－７７５０） 

 

 

ＥＰＳホールディングス株式会社との資本提携解消 

及び株式会社ＥＰ綜合との業務提携解消に関するお知らせ 

 

 

当社は、2021 年６月 18 日開催の取締役会において、ＥＰＳホールディングス株式会社（本社：東京都新宿

区、代表取締役：巌浩、東証一部、証券コード 4282、以下「ＥＰＳホールディングス」という。）との資本提

携解消、及び株式会社ＥＰ綜合（本社：東京都新宿区、代表取締役：山本賢一、以下「ＥＰ綜合」という。）

との業務提携の解消について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 資本提携・業務提携解消の理由 

当社は、2015年３月 26日付で、株式会社綜合臨床ホールディングス（現ＥＰ綜合）との間で業務提携

契約を締結し、同 5月に資本提携を行いました。その後、資本提携については、ＥＰ綜合の親会社であ

るＥＰＳホールディングスへ引き継がれ、資本・業務提携に基づく協力体制のもと、両社グループが有

する経営資源、経営ノウハウを有効活用することで相互の企業価値向上を図ってまいりました。 

このたび、当社が保有するＥＰＳホールディングス株式について、同社の 2021年５月 27日付「ＭＢ

Ｏの実施及び応募の推奨に関するお知らせ」にて公表された公開買付けに応募し売却することといたし

ました。これに伴い、ＥＰ綜合との間の業務提携についても、提携内容の目的に照らし、一定の成果を

果たせたとの認識に至ったことから、公開買付の成立を前提にＥＰＳホールディングスとの資本提携を

解消、及びＥＰ綜合との業務提携を解消することについて合意いたしました。 

なお、資本提携、業務提携は解消いたしますが、引き続き良好な関係を継続し、協業関係を続けてま

いります。 

 

２． 資本・業務提携解消の内容 

（１） 解消する資本提携の内容 

当社は保有するＥＰＳホールディングスの普通株式 210,600株を、公開買付けへ応募し売却する予定

です。 

なお、ＥＰＳホールディングスは当社普通株式 950,000株（発行済株式総数(自己株式を除く)に対す

る割合 3.1％）を保有しておりますが、当社普通株式の保有を継続していく方針とのことです。 
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（２） 解消する業務提携の内容 

・ＳＭＯ事業における案件の相互紹介及び人材交流・教育に関する取組 

・ＥＰ綜合の心理評価事業を活用した臨床試験支援業務に関する共同取組 

・ＥＰ綜合に対する当社のグループ薬局の処方元医療機関の紹介 

・当社に対するＥＰ綜合の提携医療機関及び独立開業予定の医師の紹介 

・上記に該当しない、新たなサービスの開発に向けた共同取組等 

     

３． 資本提携解消の相手先の概要 

（１） 名 称 ＥＰＳホールディングス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都新宿区津久戸町１番８号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 巌 浩 

（４） 事 業 内 容 
株式又は持分の保有を通じたグループ経営の企画・管理、グルー

プ会社の経営管理業務等 

（５） 資 本 金 3,888百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1991年５月 30日 

（７） 
大株主及び持株比率 

（2021年３月 31日現在） 

有限会社ワイ・アンド・ジー 22.0％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4.7％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3.9％ 

株式会社スズケン 3.4％ 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 3.3％ 

（８） 上場会社と当該会社との間の関係 

 資 本 関 係 
当該会社は、2021年３月 31日現在、当社普通株式 950,000株（発

行済株式総数 3.1％）を保有しております。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

該当事項はありません。 

 

４． 日程 

取締役会決議日 ：2021年６月 18日 

資本提携解消日(予定） ：2021年７月 15日 

業務提携解消日(予定) ：2021年７月 15日 

 

５． 今後の見通し 

ＥＰＳホールディングスの株式売却により、特別利益 112百万円が発生する見込みです。なお、業務提

携の解消による当社連結業績に与える影響は軽微です。 

 

 

以 上 


